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１．居住保障研究の理論的前進のために

①居住者／借り手：居住貧困の実態・居住者運動など
ex.『居住困窮の創出過程と居住福祉』、『居住の貧困と「賃貸世代」』etc
②貸し手：住宅（借家）市場の供給・管理構造の解明
…家主の研究（佐藤 2023b）→民間借家市場の機能分化（佐藤 近刊a）
③政策の過程・特徴の分析・解明
ex.住生活基本法体制（塩崎他 2018）、「住まい政策」批判（佐藤 近刊b）
↓
住宅会議・居住福祉学会では①について豊富な蓄積（？）
⇔住まい手の実態・ニーズが実現・改善するためには、②の貸し手側の関係
と、③の政策による介入の視点を併せて検討する必要あり
→現行の住宅政策の方向性について、政府内在的に理解しつつ、居住権／
居住保障の観点から批判的に検討する必要性 2



2-１．人口減少論の公共政策への影響
①地域・日本社会の持続可能性の課題…人口減少、少子高齢化、財政
難の三位一体の課題
• 2014年 都市再生特別措置法
→立地適正化計画によるコンパクトシティの推進
←郊外に居住地・居住世帯が点在することは、インフラの維持可能性お
よびインフラ（維持）投資の効率性を低下させるため、コンパクト＋ネット
ワークという方向性で地域の再編

②人口減少論それ自体のイデオロギー性：スライド4-7
• 人口減少および人口の都市一極集中を前提とし、イベント資本主義
（東京オリ・パラ、大阪IR）による大型開発・投資の偏在を無視

→現行住宅政策が、こうした方向性に規定される一方で、居住権を目指
した方向性にはなっていないことを批判する必要
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補論1．人口減少論イデオロギーの形成
①日本における空間的ケインズ主義の定着から放棄へ
（a）全国総合開発計画（1962年～1998年）
（b）国土形成計画（2009年～）

②現在の国土と地域の再編の方向性の矛盾
（a）「国土のグランドデザイン2050」（2014年）
• 首都圏の国際競争力強化を一つの目的⇔2050年時点で人口減少している地域ほど

人口の減少率が大きい
（b）「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」
• 出生率の回復によって、将来的に人口減少に歯止めをかけ、人口構造を変える
• 仮に出生率が回復しても一定の人口減少は避けられないことから、人口減少に適応し、

生産性を向上させながら、効率的かつ効果的な社会システムを構築する
→人口減少地域の軽視と都市一極集中の継続を前提とした将来人口予測
←人口減少・少子化を課題としながら少子化を促す都市一極集中を見直さない矛盾
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参考1.国土のグランドデザイン２０５０ 参考資料.p6

• 全国を１kmメッシュでみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の
６割以上（※現在の居住地域は国土の約５割）

• 人口が増加する地点の割合は
約2％であり、主に大都市圏に
分布

• 市区町村の人口規模別にみる
と、人口規模が小さくなるにつ
れて人口減少率が高くなる傾
向が見られる。特に、現在人口
１万人未満の市区町村ではお
よそ半分に減少
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参考2.転入超過数（住民基本台帳人口移動報告2022より）

• 人口移動の大半が東京圏によるものであり、かつその大半が20代を中心とす
る若年層→若年人口の都市一極集中
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参考3．合計特殊出生率×出生数（人口動態調査2022より）

• 人口が都市部に集中するため、都市部ほど出生数が多いが、合計特殊出生率
が低くなる傾向がある（相関係数は-0.5ほど）
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2-2．人口減少論の住宅政策への影響
〇キーパーソンとしての山崎史郎（2017）
→主に厚労官僚として介護保険、生活困窮者自立支援法、地方創生にコミッ
ト／現在、内閣官房参与
①人口減少・財政難の下では、郊外のインフラ維持が困難∧非効率
②したがって、郊外に住む高齢者が、（コンパクトシティの）まちなかに移れる
ようにすべきである
③空き家が増え続けていることから、まちなかの空き家を住まいの受け皿とす
る一方、そこに住む高齢者が住宅手当を利用できるようにすべきである
＊現在も、住宅手当の目的・議論について政府の認識は定まらず
→強い設計主義的な思想⇔政策の実現可能性については疑問符
（実際、山崎の主張には実現していないものもある）
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3-1．住宅手当の議論の歪み――佐藤（2023a）より

①年金政策への従属
（a）保険原理：拠出―給付の牽連性を、租税投入により財政的に補完
（b）2004年改正：（ⅰ）保険料上限固定による給付水準の自動調整、（ⅱ）
マクロ経済スライドによる年金給付抑制
（c）基礎年金が満額6.5万円／厚生年金受給権者（女性）平均受給額は約
10.4万円
→住宅手当を導入するほうが、基礎年金の引き上げよりも政策の実現可能性
および財政支出の効率性として望ましい
②地域政策への従属
（a）社会保障制度改革国民会議（2013年）→空き家活用による高齢者の
住まい確保：前記、山崎の主張として継承
→住宅手当は居住権の理念ではなく他政策に従属した位置づけとして議論
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3-2．居住権の理念――佐藤（2023 近刊b）より
①居住権の発展 ＊本報告では居住権を居住保障と同義で使用
• 1991年：一般的意見第4号…現在の居住権の国際的基準
＝居住の法的保障、サービスとインフラの利用可能性、アフォーダビリティ、ハ
ビタビリティ、アクセシビリティ、立地、文化的妥当性
→現行の住宅政策で問題になっている4つに限定

②2000年以降の日本の住宅政策の方向性：次スライド
（a）2000年代～：公的住宅政策抑制によりアフォーダビリティ・ハビタビリ
ティ悪化
（b）2010年代～：住居確保給付金・改正住宅セーフティネット法によりア
フォーダビリティ・アクセシビリティが改善
（c）2010年代後半～：政策方針の統合⇔コンパクトシティは直接住宅政策
に影響を与えず（？）
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図．2000年代以降の日本の住宅政策の方向性
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3-3．経路依存
①住宅手当の議論の歪み
• 居住権の理念に基づくのであれば、住宅手当は、アフォーダビリティ・ハビタ

ビリティを充足すべきもの⇔現行の方向性（の一つ）では、他の政策に従属

②住宅手当の議論がなぜ歪むのか
（a）戦前より居住権を明文化した法律は成立せず cf.堀内（2021）
（b）戦後住宅政策三本柱・住宅建設計画法においても、公営住宅にのみ生
存権が明記
（c）住生活基本法においても居住権は明文化されず（塩崎ほか 2018）
↓
居住保障の理念が法的に成立していない以上、政策を検討する際に、居住保
障が政策的課題に含まれない一方で、いま政策課題となっている諸要素から
住まいを位置づけようとするので、居住保障の観点からすると住まいが歪まざ
るを得ない 12



4．まとめ ＊2018年あたりの論文までしかフォローできず
①2014年以降、都市・地域政策はかなりラディカルに変化⇔住宅政策は無視もしく
は他の政策に従属？
②現行の住宅政策の方向性について、政府内在的に理解するためには、国交省を中
心とした世界観およびそれを支えるテクノロジー・認知の諸構造を捉える必要性
（a）住宅政策立案のための統計データに関して
『市町村住宅政策の企画・立案のための統計データ活用手法に関する調査報告書』
（b）とくに空き家に関しては、ご都合主義的に空き家活用が強調される（改正住宅
セーフティネット法、山崎の主張）
⇔空き家の実証的・科学的把握が不十分である一方（宗健・米山秀隆など）、政府の
本当の狙いが何なのかがいまひとつ不明確？
（c）人口減少下における住宅政策は、本当につながっていないのか？
→セーフティネット施策については、政府の単なる無関心を示すものなのか、それとも
「意図された」無関心なのか（cf.次スライド）が、いまひとつ不明確
公営住宅は減らしているのに、パートナーシップ条約の拡大、子育て世帯入居の強調
がされており、ニーズの多様性と供給減は矛盾していないのか？
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参考．
①公営住宅法
（公営住宅の供給）
第三条 地方公共団体は、常にその区域内の住宅事情に留意し、低額所得者
の住宅不足を緩和するため必要があると認めるときは、公営住宅の供給を行
わなければならない。
②住生活基本計画（全国計画）令和３年３月１９日
別紙５ 公営住宅の供給の目標量の設定の考え方
地方公共団体は、常にその区域内の住宅事情に留意し、低額所得者の住宅
不足を緩和するため必要があると認めるときは、公営住宅の供給を行わなけ
ればならない。
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